
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

（当初）

委託

全県の構想を策定するための研究会の開催（委託先：民

間事業者）

１　先進地現地調査 直接 NAGANOモビリティ構築に向けての先進事例の調査

３　ルート開発手法の取りまとめ

　　（起業支援型地域雇用創造事業）

委託

試験的なNAGANOモビリティルート開発及び開発手法の

取りまとめ（委託先：NPO法人SCOP）

19,173 19,172 0

２　研究会開催 3,900 0

事業番号 07 01 09 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 NAGANOモビリティ（仮称）普及促進事業NAGANOモビリティ（仮称）普及促進事業NAGANOモビリティ（仮称）普及促進事業NAGANOモビリティ（仮称）普及促進事業
担

当

課

部局 観光部

課・室 山岳高原観光課

総合５か

年計画

プロジェクト  2-1-1 農山村産業クラスター形成プロジェクト E-mail mt-tourism@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

1選ばれる観光地づくり 実施期間 H26

１－２　強みを活かした観光の振興

目指す姿

現状

（予算編成

時）

・マーケットからみた長野の魅力「自然が豊富にある」84.4％

・旅行タイプ別の長野県の人気度：高原リゾート旅行１位、登山・山歩き旅行１位、スキー１位、自然観光2位

・長野県の多彩なアウトドアアクティビティ：登山者数70万人、ロングトレイル８ルート、トレッキングコース100以上、カヌー・ラフティング10以上

・資源の集積はあるが発信・受入体制がバラバラ。需要はあるが取り込めていないのではないか。

県が関与

する理由

　山岳高原の魅力をよりよく味わえ、滞在時間の長期化につながる広域的なプログラムとして、移動行程自体を楽しむ新しい旅のスタイ

ル「NAGANOモビリティ」を構築し、日本における「自然アクティビティの聖地　長野」を目指す。

　そのため、先進事例の研究と本県における構想を策定するとともに、山岳高原観光地づくり重点支援地域において試験的にルートの

開発を行い、全県への拡大を目指す。

23,073 23,072

７　モデルルートの利用環境整備 直接

モデルルートの利用環境整備（サポート施設への駐輪施

設・看板の配備）

0 0

６　モデルルートのブラッシュアッ

プ

委託

モデルルートのブラッシュアップ（サポート施設の調査・依

頼）及びガイドマップ作成

0 0

５　ジャパン・エコ・トラック認定料 直接

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

～

県関与の必要性あり

【左記の説明、根拠法令等】

・「自然アクティビティの聖地　長野」に向け、移動行程自体を楽しむ新しい旅のスタイルの提案に向けた先

進事例の研究と試験的なルート開発を行い、道筋を描くとともに、全県へ普及させる必要があるため

県民との協働による実施： 検討中

0 0 3,000

・コース開発試行　10コース（山岳高原観光地重点支援地域を含む）

・試行開発したコースにおけるモニターツアーの実施　２回以上

3,900

H26 H27

４　ネットワーク構築業務委託 委託 アウトドア・アクティビティ推進協議会の設立運営

27年度

合計

（決算） （当初）

当初予算 23,073 4,970

0 0 23,073 4,970

目標 成果 達成状況

H25末

（実績）

Ｈ26

達成 －

H27

目標

達成 －

2

0 19,173 0

区　　分（単位：千円）

10

－ ２回以上

－ 10以上

成果目標の達成状況

項目

コース開発試行

補正予算

合計（A)

予

算

額

前年度繰越

－ － －

モニターツアー実施

ＮＡＧＡＮＯモビリティ

（仮称）ルートでのサ

ポート施設登録数

今後、事

業をどのよ

うにしてい

きたいか

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

平成27年度に設立予定のアウトドア事業者による協議会においての意見を踏まえ、モデルルートのブラッシュアップや利用環境整備を

図っていきたい。

 概算事業費（B（A）+C） 0 0 31,330 13,228

目標に対

する成果

の状況

モニターツアーについては、目標通りに実施することができた。

コース開発については、10コースについて開発試行を行い、うち２コースをモデルコースに設定した。

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

24年度 25年度 26年度26年度26年度26年度

Aの

財源

3,900 4,970

0

1,003

0 0

4,970

684

ジャパン・エコ・トラック（ＪＥＴ）認定に係る調査費用 0 0 283

－ 31

23,072

概　算

人件費

1.00 1.00

0 0 8,258 8,258


